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編集室から

企業はヒト、モノ、カネからなるが、最近は無形資産の重要性が認識されている。価値

を生み出す源泉は、無形資産であることに気づき、特許権などの知的財産戦略を重視する

企業も多くなっている。こうした無形資産を目的としたM＆Aも増えている。

無形資産にはどのようなものがあって、評価はどうするのか。本書は、会計やM＆Aの実

務家らが日本だけでなく、この分野の先進国米国の実務や会計基準のことも含めて解説し

ている。M＆Aに携わる者にとって、格好の実務書である。

日本では財務諸表等規則で無形資産として特許権やソフトウエアなどを列挙している。し

かし、無形資産全般の会計基準はなく、「研究開発費等の会計基準」でソフトウエアを取り

扱っているぐらいである。このため従来、企業結合に際し認識する無形資産の範囲は狭く

理解されてきた。法律上の権利以外の無形資産を認識する例はあまりなかったという。

しかし、2006年度から始まった企業結合会計基準では、無形資産の価額が算定できる場

合、取得原価を無形資産に配分することができるとし、適用指針で認識要件や具体例を列

挙している。財務諸表等規則より広範で具体的になっている。法律上の権利としては半導

体集積回路配置、営業上の機密事項、フランチャイズ契約などが、また譲渡可能なものと

して顧客リスト、データベースなどが例示されている。

こうした無形資産をどう評価したらいいのか。本書では、コストアプローチ、マーケッ

トアプローチ、インカムアプローチの3つ方法を解説している。さらに無形資産を、市場関

連、顧客関連、技術関連、人的資産など7つに分類し、それぞれどの評価方法が適している

のかを詳説している。

M＆Aでは通常、企業価値評価が行われる。これは、M＆A取引の前にいくらで取得する

のが妥当かをビジネス目的で計算するものだ。会計処理では、ディールが確定したあと、こ

の取得価額をもとに、有形資産や無形資産に配分していく。差額がのれんになる。このよ

うに定量化することで、買い手は対象会社の何を買ったのか、どのようなバリュードライ

バー（価値創造のキーとなる要素）を獲得したのかが分かり、会計上もM＆Aの目的が無形

資産の取得にあったこと、キャッシュ・フローを生み出す源泉が何かが鮮明になる。

Ｍ＆Ａで無形資産評価の重要性が増していることの影響を受けて、会計の世界も変わっ

てきている。DCF法などの評価手法が会計基準にも影響を与える。会計と評価の融合が進

み、会計でも会計基準と評価手法の双方の理解が必要になっているという。

本書には、米国企業がどのような無形資産を計上しているかの事例も紹介されている。日

本と比べて、顧客関連や技術関連で多くの無形資産を計上していることや、知的財産戦略

を重視していることが財務面からも分かる。日本が企業結合会計基準でプーリング法を一

部残した点も含め、日本の会計制度の遅れを痛感する。（青）

編集後記
インタビューをしたい人の記事などがあると、切り取ってファイルに差し込む。数は増える一方だが、それ

らに紛れて「仕事の励み」と書き込んだのがある。数年前、映画監督の新藤兼人さんのことを書いた記事が始

まりだ。当時88歳の新藤さんは、「人は一生仕事をして生きる」「何のために生きているかと問われれば、躊躇

なくわたしは仕事のために生きていると答える」「仕事とは、『私』であり続けること」などと語っていた。

こう言い放つ新藤さんの原点が何なのか。ずっと疑問だったが、最近、新藤さんが書いているものを読んで

分かった。農家に嫁いだ母は田に出ては、何万もある稲株を掘り起こしていく。そして、とうとう最後の1株

を起す。その粘り強いエネルギーを、子供のころは分からなかったが、「大きくなって、わたしが仕事をするよ

うになって、しびれるほどの感動で思い出すのだ」とあった。あぁ、やはり働く姿は美しいのだ。（開）
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